
８

　令和8年度当初予算は、「三重県誕生150周

年」の佳節を刻み、「子ども」「南海トラフ地震

対策」などの予算を特に重点化し、過去最大の

予算規模となりました。

　成果を県民の皆さんに実感していただける

よう、さまざまな事業を効果的に展開していき

ます。

■県民一人当たり470,336円

その他1,721億円（19.3％）
教育費

2,000億円
（22.4％）

民生費
1,312億円
（14.7％）

公債費1,110億円（12.4％）

土木費895億円（10.0％）

総務費
577億円（6.5％）

警察費
479億円

（5,4％）

農林水産業費
360億円（4.0％）

衛生費
348億円（3.9％）

商工費108億円（1.2％）

労働費18億円
（0.2％）

教育費
117,968円

民生費
77,380円

その他
45,235円

労働費
1,062円

商工費
6,348円

衛生費
20,537円

農林水産業費
21,250円

警察費
28,278円

総務費
34,043円

土木費
52,776円

公債費
65,459円

※グラフの数字は四捨五入のため、合計に合わない場合があります。
※県民一人あたりの金額は令和８年度一般会計当初予算（都道府県
清算金を除く）を令和７年９月１日現在の推計人口1,695,415人で
割ったものです。

歳出
8,929億円

県税3,153億円
（35.3％）

自主財源
（54.2％）

繰入金404億円
（4.5％）

諸収入166億円
（1.9％）

その他自主財源1,120億円
（12.5％）

地方交付税1,733億円
（19.4％）

国庫支出金949億円
（10.6％）

依存財源
（45.8％）

県債846億円
（9.5％）

その他依存財源558億円（6.2％）

歳入
8,929億円

その他8億円（0.3％）
県民税 計

938億円（29.7％）

個人県民税865億円
（27.4％）

法人県民税73億円
（2.3％）

事業税 計
852億円（27.0％）

法人事業税823億円
（26.1％）個人事業税

29億円（0.9％）

ゴルフ場利用税16億円（0.5％）
県たばこ税

21億円（0.7％）

不動産取得税44億円（1.4％）

軽油引取税104億円（3.3％）

自動車税
260億円（8.2％）

地方消費税
910億円（28.9％）

総額
3,153億円
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以下の内容は、令和８年４月１日現在の法令等に基づくものです。個人住民税【令和９年１月１日施行】

　所得税の諸控除の見直しのほか、個人住民税について、「地域社会の会費」的な性格を踏まえ、地

方税財源への影響や税務手続の簡素化の観点等を総合的に勘案し、次のとおり改正します。

以下の内容は、令和８年４月１日現在の法令等に基づくものです。

改正内容
個人住民税

（令和8年分所得に係る令和9年度分から適用）

所得税

（令和8年分所得から適用）

①�給与所得控除の
　見直し

所得税と同様の対応（※）
＜最低保障額＞
改正前：65万円 → 改正後：74万円

※引上げ額9万円のうち、5万円は2年間の時限措置

②�基礎控除の
　見直し

改正なし（最高43万円）
改正前：最高95万円 → 改正後：最高104万円
　〔給与収入200万円相当以下〕 　　〔給与収入665万円相当以下〕

※引上げ額9万円のうち、一部は時限措置

③�扶養親族等に係る
所得要件の引上げ

所得税と同様の対応 改正前：58万円 → 改正後：62万円

④�ひとり親控除の
　見直し

改正前:30万円 → 改正後:33万円
※令和10年度分から適用

改正前：35万円 → 改正後：38万円
※令和9年分所得から適用

　自動車税環境性能割について、令和７年度末をもって廃止します。これに伴い、「自動車税種別割」

の名称を「自動車税」に変更します。

以下の内容は、令和８年４月１日現在の法令等に基づくものです。自動車税環境性能割

　軽油引取税の当分の間税率について、令和８年４月１日に廃止します。これに伴い、税率が１Lあ

たり32.1円から15円となります。

以下の内容は、令和８年４月１日現在の法令等に基づくものです。軽油引取税

4


